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水質総量削減計画

東京湾流域別下水道整備総合計画
参
考
と
し

項目

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

東京湾流総計画② 基準年は平成4年度、目標年は平成24年度

東京湾流総計画③基準年は平成16年度、目標年は平成36年度

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

基準年は昭和50年度、目標年は昭和70年度

連携

目標年度

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始

東京湾流総計画①

1

東京湾再生行動計画

埼玉県生活排水処理施設整備構想

千葉県全域汚水適正処理構想

東京都下水処理施設整備構想

神奈川県生活排水処理施設整備構想

合流式下水道改善事業

し
た
計
画
・
法
律
等
（

水
環
境
分
野
全
体
を
包
括
し
た
計
画
等

東京都

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

東京湾流総計画② 基準年は平成4年度、目標年は平成24年度

東京湾流総計画③基準年は平成16年度、目標年は平成36年度

東京湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

埼玉県

千葉県 平成29年度は中間目標年度、同年において86%の処理率を目標

年度は特に設定されていない

神奈川県

基準年は昭和50年度、目標年は昭和70年度

連携

目標年度

目標年度において生活排水の処理率は概ね９割

平成22年度において概ね100%の処理率を目標

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始

東京湾流総計画①

中小都市

大都市
目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用
の促進に関する法律

持続性の高い農業生産方式の導入の促
進に関する法律

持続的養殖生産確保法

ＣＯＤ排出負荷量

等
）

東京都

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

東京湾流総計画② 基準年は平成4年度、目標年は平成24年度

東京湾流総計画③基準年は平成16年度、目標年は平成36年度

東京湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

埼玉県

千葉県 平成29年度は中間目標年度、同年において86%の処理率を目標

年度は特に設定されていない

神奈川県

基準年は昭和50年度、目標年は昭和70年度

連携

目標年度

目標年度において生活排水の処理率は概ね９割

平成22年度において概ね100%の処理率を目標

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始
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東京湾流総計画①

中小都市

大都市
目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)

平成11年度制定(持続的・安定的な養殖生産の実現を図るため)

Ｔ－Ｎ排出負荷量

Ｔ－Ｐ排出負荷量

注1）昭和54年度～平成16年度は実績値、以降は予測値　注2）Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐの昭和54年度～平成6年度は関係都府県による推計値

排
出
負
荷
量

東京都

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

東京湾流総計画② 基準年は平成4年度、目標年は平成24年度

東京湾流総計画③基準年は平成16年度、目標年は平成36年度

東京湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

埼玉県

千葉県 平成29年度は中間目標年度、同年において86%の処理率を目標

年度は特に設定されていない

神奈川県

基準年は昭和50年度、目標年は昭和70年度

連携

目標年度

目標年度において生活排水の処理率は概ね９割

平成22年度において概ね100%の処理率を目標

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始
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東京湾流総計画①

中小都市

大都市
目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)

平成11年度制定(持続的・安定的な養殖生産の実現を図るため)
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東京湾・セクターロードマップ：生活系

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

下水道の普及

下水処理場の高度処理化

処理施設の適正管理

対策の場

下水道

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が飛躍的に進み水環境改善に大きく貢献した

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

目標年度

2

雨水吐 合流式下水道改善事業

合併処理浄化槽の普及

合併処理浄化槽の高度化

処理施設の適正管理

下水道への接続

合併処理浄化槽

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が飛躍的に進み水環境改善に大きく貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度

単独処理浄化槽
下水道への接続
合併処理浄化槽への転換
処理施設の適正管理

し尿処理場
下水道への接続
合併処理浄化槽への転換
処理施設の適正管理

雑排水 生活排水対策の実施

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が飛躍的に進み水環境改善に大きく貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

生活排水対策重点地域の指定

生活排水対策基本計画の策定

啓発

東京湾は他湾に比べ下水道人口普及率が高いのが特徴である。今後の生活排水対策は、下水道と合併処理浄化槽が中心と

なり、更なる普及が進められる。また、高度処理化も順次進められるとともに、高度処理共同負担制度により費用対効果

生活系の中長期シナリオの概要

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

高度処理化も進められたが、雑排水が未処理であるため課題も多かった

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が飛躍的に進み水環境改善に大きく貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

生活排水対策重点地域の指定

生活排水対策基本計画の策定

啓発

東京湾は他湾に比べ下水道人口普及率が高いのが特徴である。今後の生活排水対策は、下水道と合併処理浄化槽が中心と

なり、更なる普及が進められる。また、高度処理化も順次進められるとともに、高度処理共同負担制度により費用対効果

を考慮したより効果的な処理が進むと考えられる。

また、合流式下水道の普及率が高いのも特徴である。従って、現在進められている合流式下水道改善対策は、大きな環境

改善効果があげられると期待される。

なお、中長期シナリオでは、平成36年度段階において、生活排水処理率は全域でほぼ100%に達すると考えられている。

生活系の中長期シナリオの概要

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

高度処理化も進められたが、雑排水が未処理であるため課題も多かった

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度
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東京湾・セクターロードマップ：産業系

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

下水道への接続

処理施設の導入、処理の高
度化、原材料の見直し、用
水の合理化等

処理施設の適正管理、
法令の遵守

対策の場

指定地域内事業場

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

目標年度

3

下水道への接続

処理施設の導入、原材料の
見直し、用水の合理化等

処理施設の適正管理

条例等による排水水質の改
善

下水道への接続

小規模事業場

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

目標年度

処理施設の導入、原材料の
見直し、用水の合理化等

処理施設の適正管理

条例等による排水水質の改
善

未規制事業場

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

東京湾の産業系は、沿岸域に大規模な工場・事業場が点在しているものの、内陸部の下水道処理人口普及率が高いことか

ら、今後とも下水道への接続が更に進むことが期待される。

産業系の中長期シナリオの概要

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 今後も負荷削減対策を推進するための取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

目標年度

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

東京湾の産業系は、沿岸域に大規模な工場・事業場が点在しているものの、内陸部の下水道処理人口普及率が高いことか

ら、今後とも下水道への接続が更に進むことが期待される。

一方、小規模事業場・未規制事業場は、条例等により排水基準が係る場合は、その基準値を遵守し、また排水対策マニュ

アルや指導要綱等を参考に、自主的な排水水質の改善等を進めるものとする。

産業系の中長期シナリオの概要

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及

が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 今後も負荷削減対策を推進するための取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

目標年度
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東京湾・セクターロードマップ：その他系

系 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

畜
産
系

小規模畜舎

対策の場

下水道への接続

家畜ふん尿の堆肥化、
系外への移送等

処理施設の導入、
処理の高度化

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進んだ

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられた

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

目標年度

農地

廃棄物最終処分場

山林

土
地
系

処理施設の適正管理、
法令の遵守
（法対象畜舎のみ）

山林の適正な管理、不法
投棄の防止

路面清掃等による発生源
対策

施肥の適正化、農業用排
水路の浚渫、表土の飛散
防止、水管理の改善

処分地の遮水工、浸出水
の適正管理

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進んだ

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

環境保全型農業の更なる普及啓発により施肥の適正化等の対策が進む施肥基準の周知、環境保全型農業の推進に伴い施肥の適正化等の対策が進んだ

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき浸出水の適正管理等が実施された 今後も取り組みが維持される

林業の衰退とともに荒廃が進み、また不法投棄が多発した 山林の保護が水環境改善に資することから、山林の適正な管理が実施される

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられた

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

景観・衛生的観点から路面清掃が行われた 水環境改善の観点からも発生源対策が改めてその必要性を認識され、各種対策が実施される

目標年度

養
殖
系

養殖場
給餌の適正化、養殖場の
適正管理

雨水浸透施設等の設置に
よる表面流出の抑制

市街地排水処理施設の設
置

市街地

東京湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進んだ

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

環境保全型農業の更なる普及啓発により施肥の適正化等の対策が進む施肥基準の周知、環境保全型農業の推進に伴い施肥の適正化等の対策が進んだ

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき浸出水の適正管理等が実施された 今後も取り組みが維持される

林業の衰退とともに荒廃が進み、また不法投棄が多発した 山林の保護が水環境改善に資することから、山林の適正な管理が実施される

・給餌の適正化、養殖場の適正管理に関する取り組みが進んだ

・平成11年「持続的養殖生産確保法」施行。法に基づき漁協等は「漁場改善計画」策定

同計画に基づき給餌の適正化等の対策が実施された

今後も取り組みが維持される

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられた

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

景観・衛生的観点から路面清掃が行われた 水環境改善の観点からも発生源対策が改めてその必要性を認識され、各種対策が実施される

舗装率が高まり、また市街地化とともに緑被率が低下し、地下浸透が減少した 地下浸透は地下水涵養と地表面流出の抑制という２つの効果があり、今後普及が進む

市街地排水処理対策は、特定の地域のみで実施されていた 市街地排水処理対策の取り組みが推進される

目標年度
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東京湾・セクターロードマップ：その他系

系 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46対策の場

目標年度

河
川

河川の直接浄化

貯水池、貯留施設
の設置

河川

覆砂

・底質の悪化が認識されるようになり、

改善に向けた取り組みとして

覆砂事業が実施された
水環境改善の観点からも覆砂の重要性が認識され、更なる事業が実施される

水質総量削減の効果が現れ、河川水質は大きく改善された 河川水を直接浄化する施設を設置することで、海域への流入水質の更なる改善が進む

貯留池、貯留施設の必要性が認識され、設置が開始されつつある 貯水池・貯留施設の設置が進み、出水時等の流量緩和が進む

覆砂のイメージ

堆積した汚泥
覆砂箇所

× × × × × ××
覆砂

海域の浄化能力
向上

海
水
面

干潟・藻場の造成
傾斜型護岸、礫間接触護
岸の設置など

深掘跡の埋め戻し

浚渫海域の底質改善

その他系の中長期シナリオの概要

東京湾には過去広大な干潟が存在したが、現在はごく僅かしか残っていない

干潟面積 昭和20年：9,449ha 平成8～9年：1,734ha

・埋立等に用いる土砂のため深掘による

土砂採掘が進んだ

・深掘による悪影響が認識され、改善に

向けた取り組みが進められた

・現状の深掘跡は約１億m3

航路確保、漁港・漁場整備等の目的で浚渫事業が実施された 悪化した底質の除去、浚渫土の有効活用（干潟造成・覆砂等）など、多面的に活用が進む

貧酸素水塊発生箇所を減らすために必要な事業として、深堀は全て埋められる

自然浄化・生物生息環境の主要な場として、藻場・干潟の再生・造成・保全が重要視される

深掘跡の埋め戻しのイメージ

深堀跡

埋め戻し

東京湾のその他系の汚濁源対策は、市街地排水対策等を推進する必要がある。都市化が進んでいる東京湾流域では、道路・建物・その他人工

の建築物が多く、流出係数が高いのが特徴である。そのため、雨水の地下浸透率が低くなり、逆に地表面流出率が高く、多くの汚濁物質が公

共用水域に排出される。これを解消するため、雨水浸透施設等の整備やその他の対策を総合的に実施することにより、汚濁物質の公共用水域

への排出を抑制する必要がある。

一方、海域では東京湾の底質が悪化しており、貧酸素の発生が定常化している。また大規模な深掘跡が存在していることから深掘跡埋め戻し

を実施するとともに、覆砂・浚渫・などのその他の底質改善対策、海域の自然浄化能力を向上させる藻場・干潟の造成等は可能な場所を検討

しつつ、積極的に取り入れる。

その他系の中長期シナリオの概要
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伊勢湾・全体ロードマップ

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

水質総量削減計画

伊勢湾再生行動計画

項目

伊勢湾流域別下水道整備総合計画
参
考
と
し
た
計
画
・
法

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

伊勢湾流総計画 基準年は平成3年度

伊勢湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

伊勢湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

連携

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始

目標年度

6

岐阜県全県域下水道化構想

愛知県全県域汚水適正処理構想

三重県生活排水処理施設整備計画

合流式下水道改善事業

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用
の促進に関する法律

持続性の高い農業生産方式の導入の促
進に関する法律

法
律
等
（

水
環
境
分
野
全
体
を
包
括
し
た
計
画
等
）

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

伊勢湾流総計画 基準年は平成3年度

伊勢湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

伊勢湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

愛知県 平成22年度において概ね75%の汚水処理人口普及率を目標（現在構想の見直し作業中）

三重県

中小都市

大都市

連携

平成27年度において概ね84%の生活排水処理率を目標

目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始

岐阜県 平成32年度において100%の汚水処理施設整備率を目標

合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

目標年度

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)
進に関する法律

持続的養殖生産確保法

ＣＯＤ排出負荷量

Ｔ－Ｎ排出負荷量
排
出
負

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

伊勢湾流総計画 基準年は平成3年度

伊勢湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

伊勢湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

愛知県 平成22年度において概ね75%の汚水処理人口普及率を目標（現在構想の見直し作業中）

三重県

中小都市

大都市

連携

平成27年度において概ね84%の生活排水処理率を目標

目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始

0

50

100

150

200

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

T-
N(
t
/日

)

岐阜県 平成32年度において100%の汚水処理施設整備率を目標

合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

目標年度

0

100

200

300

400

500

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

CO
D(
t/
日
)

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)

平成11年度制定(持続的・安定的な養殖生産の実現を図るため)

排 負荷

Ｔ－Ｐ排出負荷量

注1）昭和54年度～平成16年度は実績値、以降は予測値　注2）Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐの昭和54年度～平成6年度は関係県による推計値

負
荷
量

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

伊勢湾流総計画 基準年は平成3年度

伊勢湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

伊勢湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

愛知県 平成22年度において概ね75%の汚水処理人口普及率を目標（現在構想の見直し作業中）

三重県

中小都市

大都市

連携

平成27年度において概ね84%の生活排水処理率を目標

目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始

0

50

100

150

200

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

T-
N(
t
/日

)

0

5

10

15

20

25

30

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

T-
P(
t
/日

)

岐阜県 平成32年度において100%の汚水処理施設整備率を目標

合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

目標年度

0

100

200

300

400

500

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

CO
D(
t/
日
)

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)

平成11年度制定(持続的・安定的な養殖生産の実現を図るため)
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伊勢湾・セクターロードマップ：生活系

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

下水道の普及

下水処理場の高度処理化

処理施設の適正管理

対策の場

下水道

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に貢献した

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

目標年度

7

雨水吐 合流式下水道改善事業

合併処理浄化槽の普及

合併処理浄化槽の高度化

処理施設の適正管理

下水道への接続

合併処理浄化槽

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度

単独処理浄化槽
下水道への接続
合併処理浄化槽への転換
処理施設の適正管理

し尿処理場
下水道への接続
合併処理浄化槽への転換
処理施設の適正管理

雑排水 生活排水対策の実施

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

生活排水対策重点地域の指定

生活排水対策基本計画の策定

啓発

伊勢湾の生活系は、東京湾や大阪湾に比べ下水道処理人口普及率が低いため、排出負荷に占める生活雑排水の割合が大き

いことが特徴である。今後の生活排水対策は、下水道と合併処理浄化槽が中心となり、普及が進められることで、更なる

生活系の中長期シナリオの概要

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

高度処理化も進められたが、雑排水が未処理であるため課題も多かった

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

生活排水対策重点地域の指定

生活排水対策基本計画の策定

啓発

伊勢湾の生活系は、東京湾や大阪湾に比べ下水道処理人口普及率が低いため、排出負荷に占める生活雑排水の割合が大き

いことが特徴である。今後の生活排水対策は、下水道と合併処理浄化槽が中心となり、普及が進められることで、更なる

負荷削減が期待される。また、高度処理化も順次進められるとともに、高度処理共同負担制度により費用対効果を考慮し

たより効果的な処理が進むと考えられる。中長期シナリオでは、平成37年度段階において、生活排水処理率はほぼ100%に

達すると考えられている。

生活系の中長期シナリオの概要

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

高度処理化も進められたが、雑排水が未処理であるため課題も多かった

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度
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伊勢湾・セクターロードマップ：産業系

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

下水道への接続

処理施設の導入、処理の高
度化、原材料の見直し、用
水の合理化等

処理施設の適正管理、
法令の遵守

対策の場

指定地域内事業場

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進みつつある

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

目標年度

8

下水道への接続

処理施設の導入、原材料の
見直し、用水の合理化等

処理施設の適正管理

条例等による排水水質の改
善

下水道への接続

小規模事業場

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進みつつある

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

目標年度

処理施設の導入、原材料の
見直し、用水の合理化等

処理施設の適正管理

条例等による排水水質の改
善

未規制事業場

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進みつつある

伊勢湾の産業系は、排出負荷に占める指定地域内事業場からの割合が大きいことが特徴である。指定地域内事業場につい

ては現状では下水道に接続している割合が低いが、今後下水道の普及に伴い、接続が進む事が期待される。一方、小規模

産業系の中長期シナリオの概要

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 今後も負荷削減対策を推進するための取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

目標年度

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進みつつある

伊勢湾の産業系は、排出負荷に占める指定地域内事業場からの割合が大きいことが特徴である。指定地域内事業場につい

ては現状では下水道に接続している割合が低いが、今後下水道の普及に伴い、接続が進む事が期待される。一方、小規模

事業場・未規制事業場については、条例等により排水基準が係る場合、その基準値を遵守したり、排水対策マニュアルや

指導要綱等を参考に、自主的な排水水質の改善等を進めるものとする。

産業系の中長期シナリオの概要

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 今後も負荷削減対策を推進するための取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

目標年度
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伊勢湾・セクターロードマップ：その他系

系 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46対策の場

下水道への接続

家畜ふん尿の堆肥化、
系外への移送等

処理施設の導入、
処理の高度化

大規模畜舎
(指定地域内事業場)

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進みつつある

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

目標年度

家畜ふん尿の堆肥化、
系外への移送等

処理施設の導入、
処理の高度化

処理施設の適正管理、
令 遵守

処理施設の適正管理、
法令の遵守

畜
産
系

小規模畜舎

下水道への接続

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進みつつある

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、小規模畜舎の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進みつつある

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられた

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

目標年度

農地

廃棄物最終処分場

山林

処分地の遮水工、浸出水
の適正管理

雨水浸透施設等の設置に

法令の遵守
（法対象畜舎のみ）

土
地
系

山林の適正な管理、不法
投棄の防止

路面清掃等による発生源
対策

施肥の適正化、農業用排
水路の浚渫、表土の飛散
防止、水管理の改善

市街地

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進みつつある

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、小規模畜舎の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進みつつある

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

環境保全型農業の更なる普及啓発により施肥の適正化等の対策が進む施肥基準の周知、環境保全型農業の推進に伴い施肥の適正化等の対策が進んだ

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき浸出水の適正管理等が実施された 今後も取り組みが維持される

林業の衰退とともに荒廃が進み、また不法投棄が多発した 山林の保護が水環境改善に資することから、山林の適正な管理が実施される

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられた

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

景観・衛生的観点から路面清掃が行われた 水環境改善の観点からも発生源対策が改めてその必要性を認識され、各種対策が実施される

舗装率が高まり、また市街地化とともに緑被率が低下し、地下浸透が減少した 地下浸透は地下水涵養と地表面流出の抑制という２つの効果があり、今後普及が進む

目標年度

養
殖
系

養殖場

雨水浸透施設等の設置に
よる表面流出の抑制

給餌の適正化、養殖場の
適正管理

市街地

市街地排水処理施設の設
置

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進みつつある

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

伊勢湾流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普及が

進むことにより、小規模畜舎の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進みつつある

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

環境保全型農業の更なる普及啓発により施肥の適正化等の対策が進む施肥基準の周知、環境保全型農業の推進に伴い施肥の適正化等の対策が進んだ

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき浸出水の適正管理等が実施された 今後も取り組みが維持される

林業の衰退とともに荒廃が進み、また不法投棄が多発した 山林の保護が水環境改善に資することから、山林の適正な管理が実施される

・給餌の適正化、養殖場の適正管理に関する取り組みが進んだ

・平成11年「持続的養殖生産確保法」施行。法に基づき漁協等は「漁場改善計画」策定

同計画に基づき給餌の適正化等の対策が実施された
今後も取り組みが維持される

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられた

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

景観・衛生的観点から路面清掃が行われた 水環境改善の観点からも発生源対策が改めてその必要性を認識され、各種対策が実施される

舗装率が高まり、また市街地化とともに緑被率が低下し、地下浸透が減少した 地下浸透は地下水涵養と地表面流出の抑制という２つの効果があり、今後普及が進む

市街地排水処理対策は、特定の地域のみで実施されていた 市街地排水処理対策の取り組みが推進される

目標年度

9



伊勢湾・セクターロードマップ：その他系

系 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46対策の場

目標年度

河
川

河川の直接浄化

河川

覆砂

貯水池、貯留施設
の設置

・底質の悪化が認識されるようになり、

改善に向けた取り組みとして

覆砂事業が実施された
水環境改善の観点からも覆砂の重要性が認識され、更なる事業が実施される

水質総量削減の効果が現れ、河川水質は大きく改善された 河川水を直接浄化する施設を設置することで、海域への流入水質の更なる改善が進む

貯留池、貯留施設の必要性が認識され、設置が開始されつつある 貯水池・貯留施設の設置が進み、出水時等の流量緩和が進む

覆砂のイメージ

堆積した汚泥
覆砂箇所

× × × × × ××
覆砂

海域の浄化能力
向上

海
水
面

干潟・藻場の造成
傾斜型護岸、礫間接触護
岸の設置など

深掘跡の埋め戻し

浚渫

海域の底質改善

・干潟は昭和30年に対して現在はその４割弱しか残っていない

（干潟面積(三河湾を除く) 昭和30年：4,900ha 平成12年：1,800ha）

・藻場は近年減少傾向にある

（藻場面積(三河湾を含む) 昭和53～54年：3,056ha 平成8～9年：2,278ha）

・埋立等に用いる土砂のため深掘による

土砂採掘が進んだ

・深掘による悪影響が認識され、改善に

向けた取り組みが進められた

・現状の深掘跡は約320万m3（三河湾）

局所的に垂直方向に掘られた窪地型の

航路確保、漁港・漁場整備等の目的で浚渫事業が実施された 悪化した底質の除去、浚渫土の有効活用（干潟造成・覆砂等）など、多面的に活用が進む

貧酸素水塊発生箇所を減らすために必要な事業として、深堀は全て埋められる

自然浄化・生物生息環境の主要な場として、藻場・干潟の再生・造成・保全が重要視される

深掘跡の埋め戻しのイメージ

深堀跡

埋め戻し

伊勢湾のその他系は、畜舎や農地からの排出負荷量の比率が高いのが特徴である。このことから、家畜排せつ物の適正処理を推進するとともに、法律では対象

外となっている小規模な畜舎についても、きめ細かな指導・啓発等を行うことで、更なる処理率の向上を目指す。農地については、環境保全型農業の普及を進

め、施肥の適正化をはじめとする農地対策を総合的に実施する。

都市域では、市街地排水対策等を推進する必要がある。都市化が進んでいる地域では、道路・建物・その他人工の建築物が多く、流出係数が高いのが特徴であ

る。そのため、雨水の地下浸透率が低くなり、逆に地表面流出率が高く、多くの汚濁物質が公共用水域に排出される。これを解消するため、雨水浸透施設等の

整備やその他の対策を総合的に実施することにより、汚濁物質の公共用水域への排出を抑制する必要がある。

海域では、特に三河湾の水環境が深刻であることから、浚渫・覆砂などの底質改善対策、干潟・藻場の造成などの自然浄化能力向上対策を総合的に実施する。

その他系の中長期シナリオの概要

（藻場面積(三河湾を含む) 昭和53～54年：3,056ha 平成8～9年：2,278ha）
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瀬戸内海・全体ロードマップ

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

水質総量削減計画

大阪湾再生行動計画

広島湾再生行動計画

項目

大阪湾流域別下水道整備総合計画

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

大阪湾流総計画 基準年は昭和63年度、目標年は平成22年度

大阪湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

大阪湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

連携

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始 大阪湾とその他の

海域で在り方変更

広島湾再生のための行動計画

目標年度

京都府水洗化総合計画2005

大阪府域の生活排水処理計画

兵庫県生活排水99％大作戦

奈良県汚水処理総合基本構想

和歌山県全県域汚水適正処理構想

岡山県クリｰンライフ100構想

広島県汚水適正処理構想

山口県汚水処理施設整備構想

徳島県汚水処理構想
～きれいな水環境の実現～

参
考
と
し
た
計
画
・
法
律
等
（

水
環
境
分
野
全
体
を
包

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

大阪湾流総計画 基準年は昭和63年度、目標年は平成22年度

大阪湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

大阪湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

京都府

大阪府 平成22年度において概ね100%の生活排水処理率を目標

連携

平成32年度において概ね99%の水洗化普及率を目標

平成16年度において概ね99%の生活排水処理率を目標

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始 大阪湾とその他の

海域で在り方変更

兵庫県

和歌山県

岡山県

奈良県

広島県

山口県

徳島県

香川県

平成34年度において概ね95%の汚水処理人口普及率を目標

平成29年度において70%の汚水処理人口普及率を目標

注)目標年度は特に定めず、最終的に100%の生活排水処理率を目標

平成25年度において概ね89%の汚水処理人口普及率を目標（現在構想の見直し作業中）

平成22年度において概ね85%の生活排水処理率を目標（現在構想の見直し作業中）

平成34年度において概ね78%の汚水処理人口普及率を目標

平成27年度において概ね79%の汚水処理人口普及率を目標

広島湾再生のための行動計画

目標年度

香川県全県域生活排水処理構想

第二次愛媛県全県域下水道化基本構想

福岡県汚水処理構想

大分県生活排水処理施設設備構想

合流式下水道改善事業

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用
の促進に関する法律

持続性の高い農業生産方式の導入の促
進に関する法律

包
括
し
た
計
画
等
）

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

大阪湾流総計画 基準年は昭和63年度、目標年は平成22年度

大阪湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

大阪湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

京都府

大阪府 平成22年度において概ね100%の生活排水処理率を目標

中小都市

大都市

連携

平成32年度において概ね99%の水洗化普及率を目標

平成16年度において概ね99%の生活排水処理率を目標

目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始 大阪湾とその他の

海域で在り方変更

兵庫県

和歌山県

岡山県

奈良県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

福岡県

大分県

平成34年度において概ね95%の汚水処理人口普及率を目標

平成29年度において70%の汚水処理人口普及率を目標

注)目標年度は特に定めず、最終的に100%の生活排水処理率を目標

平成25年度において概ね89%の汚水処理人口普及率を目標（現在構想の見直し作業中）

平成22年度において概ね85%の生活排水処理率を目標（現在構想の見直し作業中）

平成34年度において概ね78%の汚水処理人口普及率を目標

平成27年度において概ね79%の汚水処理人口普及率を目標

平成24年度において概ね74%の汚水処理人口普及率を目標

平成37年度において概ね97%の汚水処理人口普及率を目標

平成24年度において概ね81%の生活排水処理率を目標

広島湾再生のための行動計画

合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

目標年度

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)

平成11年度制定(持続的・安定的な養殖生産の実現を図るため)持続的養殖生産確保法

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

大阪湾流総計画 基準年は昭和63年度、目標年は平成22年度

大阪湾流総計画基準年は平成16年度、目標年は平成37年度

大阪湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

京都府

大阪府 平成22年度において概ね100%の生活排水処理率を目標

中小都市

大都市

連携

平成32年度において概ね99%の水洗化普及率を目標

平成16年度において概ね99%の生活排水処理率を目標

目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始 大阪湾とその他の

海域で在り方変更

兵庫県

和歌山県

岡山県

奈良県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

福岡県

大分県

平成34年度において概ね95%の汚水処理人口普及率を目標

平成29年度において70%の汚水処理人口普及率を目標

注)目標年度は特に定めず、最終的に100%の生活排水処理率を目標

平成25年度において概ね89%の汚水処理人口普及率を目標（現在構想の見直し作業中）

平成22年度において概ね85%の生活排水処理率を目標（現在構想の見直し作業中）

平成34年度において概ね78%の汚水処理人口普及率を目標

平成27年度において概ね79%の汚水処理人口普及率を目標

平成24年度において概ね74%の汚水処理人口普及率を目標

平成37年度において概ね97%の汚水処理人口普及率を目標

平成24年度において概ね81%の生活排水処理率を目標

広島湾再生のための行動計画

合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

目標年度

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)

平成11年度制定(持続的・安定的な養殖生産の実現を図るため)
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瀬戸内海・全体ロードマップ

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46項目

目標年度

ＣＯＤ排出負荷量

Ｔ－Ｎ排出負荷量
排
出
負
荷

0

200

400

600

800
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瀬戸内海・セクターロードマップ：生活系

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

下水道の普及

下水処理場の高度処理化

処理施設の適正管理

対策の場

下水道

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に大きく貢献した

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

目標年度

13

雨水吐 合流式下水道改善事業

合併処理浄化槽の普及

合併処理浄化槽の高度化

処理施設の適正管理

合併処理浄化槽

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に大きく貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度

単独処理浄化槽
下水道への接続
合併処理浄化槽への転換
処理施設の適正管理

し尿処理場
下水道への接続
合併処理浄化槽への転換
処理施設の適正管理

雑排水 生活排水対策の実施

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に大きく貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

生活排水対策重点地域の指定

生活排水対策基本計画の策定

啓発

大阪湾は下水道処理人口普及率及び下水道高度処理人口普及率が高いのが特徴である。特に下水処理場の高度処理化は他

湾と比べ最も進んでいる。今後の生活排水対策は、下水道と合併処理浄化槽が中心となり、更なる普及が進められる。ま

生活系の中長期シナリオ

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

高度処理化も進められたが、雑排水が未処理であるため課題も多かった

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度

◆目標:汚濁負荷を分流式下水道並みにする等

○貯留施設の整備 ○浸透施設の設置

○雨水吐へのスクリーンの設置

○下水管の能力アップと雨水吐の堰高の改良

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の更なる普及が進む

下水処理場の高度処理化が進み、処理水質が向上する

大都市

中小都市

下水処理場の施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進み水環境改善に大きく貢献した

人口密集地は集合処理で、非密集地は合併処理浄化槽で処理 費用対効果を考慮した適切な配置を進める

高度処理型の合併処理浄化槽へ切替を奨める

生活排水対策重点地域の指定

生活排水対策基本計画の策定

啓発

大阪湾は下水道処理人口普及率及び下水道高度処理人口普及率が高いのが特徴である。特に下水処理場の高度処理化は他

湾と比べ最も進んでいる。今後の生活排水対策は、下水道と合併処理浄化槽が中心となり、更なる普及が進められる。ま

た、高度処理化も順次進められるとともに、高度処理共同負担制度により費用対効果を考慮したより効果的な処理が進む

と考えられる。また、大阪湾は合流式下水道による整備率が高いのも特徴である。従って、現在進められている合流式下

水道改善事業（雨水吐からの越流負荷対策など）により、大きな環境改善効果があげられることが期待される。

大阪湾を除く瀬戸内海においては、下水道と合併処理浄化槽が中心となり、更なる普及が進められる。

生活系の中長期シナリオ

下水処理場の一部高度処理化も並行して進められた

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

下水道・合併処理浄化槽に適宜転換させる

くみ取り、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んだ

平成12年浄化槽法

改正。単独処理浄

化槽の新設禁止。

高度処理化も進められたが、雑排水が未処理であるため課題も多かった

合併処理浄化槽の一部高度処理化も並行して進められた

昭和45年の下水道法改正により、分流式下水道により重点的に整備することとなった

施設維持管理は、水環境保全のための前提条件

目標年度

13



瀬戸内海・セクターロードマップ：産業系

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

下水道への接続

処理施設の導入、処理の高
度化、原材料の見直し、用
水の合理化等

処理施設の適正管理、
法令の遵守

対策の場

指定地域内事業場

下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ
大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

目標年度
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下水道への接続

処理施設の導入、原材料の
見直し、用水の合理化等

処理施設の適正管理

条例等による排水水質の改
善

下水道への接続

小規模事業場

下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

目標年度

下水道への接続

処理施設の導入、原材料の
見直し、用水の合理化等

処理施設の適正管理

条例等による排水水質の改
善

未規制事業場

下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

大阪湾を除く瀬戸内海の産業系は、沿岸域に大規模な工場・事業場が多く点在していることが特徴である。これらの工場・事業場は、過去

から負荷削減を実施しており、今後は引き続き現状の水質を悪化させないよう、維持に努めるものとする。

産業系の中長期シナリオ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 今後も負荷削減対策を推進するための取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

目標年度

下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

大阪湾を除く瀬戸内海の産業系は、沿岸域に大規模な工場・事業場が多く点在していることが特徴である。これらの工場・事業場は、過去

から負荷削減を実施しており、今後は引き続き現状の水質を悪化させないよう、維持に努めるものとする。

大阪湾は未だ水質の改善が十分ではないことから、水質総量削減計画等の規制基準値を遵守し、更なる環境改善に資することとする。

一方、小規模事業場・未規制事業場は、条例等により排水基準が係る場合は、その基準値を遵守したり、また排水対策マニュアルや指導要

綱等を参考に、自主的な排水水質の改善等を進めるものとする。

産業系の中長期シナリオ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

下水道普及が進むことにより小規模事業場の下水道への接続が進んだ

下水道普及が進むことにより事業場の下水道への接続が進んだ

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

条例の遵守の目的、排水対策マニュアル等に従い各種対策が進んだ 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 必要に応じ、条例の見直し、策定のほか、排水対策マニュアルの更新等などを行う

行政側は排水規制の上乗せ条例の策定や排水対策マニュアル等の整備を進めた 今後も負荷削減対策を推進するための取り組みが進む

処理施設を有する場合、処理施設の適正管理は水環境保全のための前提条件

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

目標年度
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瀬戸内海・セクターロードマップ：その他系

系 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46対策の場

下水道への接続

家畜ふん尿の堆肥化、
系外への移送等

処理施設の導入、
処理の高度化

大規模畜舎
(指定地域内事業場)

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

目標年度

処理施設の適正管理、
法令の遵守

下水道への接続

家畜ふん尿の堆肥化、
系外への移送等

処理施設の導入、
処理の高度化

畜
産
系

小規模畜舎

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進んだ

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられ

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

目標年度

農地

廃棄物最終処分場

山林
山林の適正な管理、不法
投棄の防止

路面清掃等による発生源
対策

処理施設の適正管理、
法令の遵守
（法対象畜舎のみ）

施肥の適正化、農業用排
水路の浚渫、表土の飛散
防止、水管理の改善

処分地の遮水工、浸出水
の適正管理

土
地
系

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進んだ

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

環境保全型農業の更なる普及啓発により施肥の適正化等の対策が進む施肥基準の周知、環境保全型農業の推進に伴い施肥の適正化等の対策が進んだ

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき浸出水の適正管理等が実施された 今後も取り組みが維持される

林業の衰退とともに荒廃が進み、また不法投棄が多発した 山林の保護が水環境改善に資することから、山林の適正な管理が実施される

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられ

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

景観・衛生的観点から路面清掃が行われた 水環境改善の観点からも発生源対策が改めてその必要性を認識され、各種対策が実施される

舗装率が高まり、また市街地化とともに緑被率が低下し、地下浸透が減少した 地下浸透は地下水涵養と地表面流出の抑制という２つの効果があり、今後普及が進む

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

目標年度

養
殖
系

養殖場
給餌の適正化、養殖場の
適正管理

雨水浸透施設等の設置に
よる表面流出の抑制

市街地排水処理施設の設
置

市街地

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む
下水道普及が進むことにより大規模畜舎の下水道への接続が進んだ

・処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ

・平成16年には第６次総量削減計画によりT-N,T-Pが規制対象となった 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行 法の遵守に伴い対策が進む

下水道普及が進むことにより小規模畜舎の下水道への接続が進んだ

処理施設の適正管理、法令の遵守は、水環境保全のための前提条件

法の遵守に伴い対策が進む

環境保全型農業の更なる普及啓発により施肥の適正化等の対策が進む施肥基準の周知、環境保全型農業の推進に伴い施肥の適正化等の対策が進んだ

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき浸出水の適正管理等が実施された 今後も取り組みが維持される

林業の衰退とともに荒廃が進み、また不法投棄が多発した 山林の保護が水環境改善に資することから、山林の適正な管理が実施される

・給餌の適正化、養殖場の適正管理に関する取り組みが進んだ

・平成11年「持続的養殖生産確保法」施行。法に基づき漁協等は「漁場改善計画」策定

同計画に基づき給餌の適正化等の対策が実施された
瀬戸内海は一部の地域で養殖業が盛んであることから、今後も取り組みが維持される

・家畜ふん尿の堆肥化等の取り組みが進んだ

・平成11年「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」施行

平成16年 全規定が適用し、一定規模以上の畜舎に家畜排せつ物の適正処理が義務づけられ

処理施設の導入・高度化等、各種対策が進んだ 今後も負荷削減に関する取り組みが進む

景観・衛生的観点から路面清掃が行われた 水環境改善の観点からも発生源対策が改めてその必要性を認識され、各種対策が実施される

舗装率が高まり、また市街地化とともに緑被率が低下し、地下浸透が減少した 地下浸透は地下水涵養と地表面流出の抑制という２つの効果があり、今後普及が進む

市街地排水処理対策は、特定の地域のみで実施されていた 市街地排水処理対策の取り組みが推進される

大阪湾等の流域別下水道整備総合計画及び個別の下水道整備計画に基づき下水道の普

及が進むことにより、事業場の下水道への接続が進む

目標年度
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瀬戸内海・セクターロードマップ：その他系

系 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46対策の場

目標年度

河川の直接浄化

覆砂

貯水池、貯留施設
の設置

河川
河
川

・底質の悪化が認識されるようになり、

改善に向けた取り組みとして

覆砂事業が実施された
水環境改善の観点からも覆砂の重要性が認識され、更なる事業が実施される

水質総量削減の効果が現れ、河川水質は大きく改善された 河川水を直接浄化する施設を設置することで、海域への流入水質の更なる改善が進む

貯留池、貯留施設の必要性が認識され、設置が開始されつつある 貯水池・貯留施設の設置が進み、出水時等の流量緩和が進む

覆砂のイメージ

堆積した汚泥
覆砂箇所

× × × × × ××
覆砂

海域の浄化能力
向上

浚渫海域の底質改善

干潟・藻場の造成
傾斜型護岸、礫間接触護
岸の設置など

深掘跡の埋め戻し

海
水
面

その他系の中長期シナリオの概要

瀬戸内海の干潟面積は年々減少傾向にある（昭和24年：15,200ha 平成18年：11,943ha）

藻場の面積は大きく減少したが、近年は回復傾向にある

・埋立等に用いる土砂のため深掘による

土砂採掘が進んだ

・深掘による悪影響が認識され、改善に

向けた取り組みが進められた

・これまで約6.1億m3以上の土砂が採取された

航路確保、漁港・漁場整備等の目的で浚渫事業が実施された 悪化した底質の除去、浚渫土の有効活用（干潟造成・覆砂等）など、多面的に活用が進む

貧酸素水塊発生箇所を減らすために必要な事業として、深堀は全て埋められる

自然浄化・生物生息環境の主要な場として、藻場・干潟の再生・造成・保全が重要視される

深掘跡の埋め戻しのイメージ

深堀跡

埋め戻し

大阪湾を除く瀬戸内海のその他系の特徴として、養殖業が盛んであることがあげられる。従って、養殖場では給餌の適正化・養殖場の適正管理などが法に基づき実施され、現状の水質

を悪化させないよう対策を継続する。その他の対策に関しては、広島湾・燧灘・播磨灘など水質が悪化している水域を中心に総合的な対策を実施する。

大阪湾は都市化が進んでおり、東京湾と類似した状況に置かれている。その他系の汚濁源対策は、市街地排水対策等を推進する必要がある。都市化が進んでいる大阪湾流域では、道

路・建物・その他人工の建築物が多く、流出係数が高いのが特徴である。そのため、雨水の地下浸透率が低くなり、逆に地表面流出率が高く、多くの汚濁物質が公共用水域に排出され

る。これを解消するため、雨水浸透施設等の整備やその他の対策を総合的に実施することにより、汚濁物質の公共用水域への排出を抑制する必要がある。

一方、海域では大阪湾の底質が悪化しており、貧酸素の発生が定常化していることから、覆砂・浚渫・深掘跡埋め戻しなどの底質改善対策を実施する。また海域の自然浄化能力の向上

を目的とした藻場・干潟の造成等は可能な場所を検討しつつ、積極的に取り入れる。

その他系の中長期シナリオの概要
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海域における水環境の改善過程

項目

現
状

◆底質では

沈降量の増加 溶出量の増加
貧酸素水塊の

発生

環境悪化要因

底泥の蓄積

深掘の存在

埋立等人工構

造物の建設

汚濁負荷の

流入

◆浅場では

個体数・多様

性の減少

干潟・藻場の

喪失

自然浄化能力

の低下

生物生息環境の

悪化

透明度の低下

底層ＤＯの

悪化

◆水塊内では

海水交換量の

減少

内部生産の

増加
赤潮の発生富栄養化

外洋水の供給

量不足・偏り

水質浄化能力

の減少
更なる水環境の悪

化、生物生息環境

の悪化

水質・底質の

悪化

水質の悪化

底質の悪化

負のスパイラルへ

17

対

◆底質では

沈降量の増加 溶出量の増加
貧酸素水塊の

発生

環境悪化要因

底泥の蓄積

深掘の存在

埋立等人工構

造物の建設

汚濁負荷の

流入

◆浅場では

個体数・多様

性の減少

干潟・藻場の

喪失

自然浄化能力

の低下

生物生息環境の

悪化

透明度の低下

底層ＤＯの

悪化

◆水塊内では

海水交換量の

減少

内部生産の

増加
赤潮の発生富栄養化

外洋水の供給

量不足・偏り

水質浄化能力

の減少
更なる水環境の悪

化、生物生息環境

の悪化

水質・底質の

悪化

水質の悪化

底質の悪化

◆底質では

沈降量の増加 溶出量の増加
貧酸素水塊の

発生

環境悪化要因

底泥の蓄積

深掘の存在

埋立等人工構

造物の建設

汚濁負荷の

流入

◆浅場では

個体数・多様

性の減少

干潟・藻場の

喪失

自然浄化能力

の低下

生物生息環境の

悪化

透明度の低下

底層ＤＯの

悪化

◆水塊内では

海水交換量の

減少

内部生産の

増加
赤潮の発生富栄養化

外洋水の供給

量不足・偏り

水質浄化能力

の減少
更なる水環境の悪

化、生物生息環境

の悪化

水質・底質の

悪化

水質の悪化

底質の悪化

干潟・藻場の造

成・保全

陸域汚濁負荷量

の削減

自然回復を目的

とした工法

覆砂・浚渫

深掘跡埋立

負のスパイラルへ

対策実施中

改善途上
対
策

◆底質では

沈降量の増加 溶出量の増加
貧酸素水塊の

発生

環境悪化要因

底泥の蓄積

深掘の存在

埋立等人工構

造物の建設

汚濁負荷の

流入

◆浅場では

個体数・多様

性の減少

干潟・藻場の

喪失

自然浄化能力

の低下

生物生息環境の

悪化

透明度の低下

底層ＤＯの

悪化

◆水塊内では

海水交換量の

減少

内部生産の

増加
赤潮の発生富栄養化

外洋水の供給

量不足・偏り

水質浄化能力

の減少
更なる水環境の悪

化、生物生息環境

の悪化

水質・底質の

悪化

水質の悪化

底質の悪化

◆底質では

沈降量の増加 溶出量の増加
貧酸素水塊の

発生

環境悪化要因

底泥の蓄積

深掘の存在

埋立等人工構

造物の建設

汚濁負荷の

流入

◆浅場では

個体数・多様

性の減少

干潟・藻場の

喪失

自然浄化能力

の低下

生物生息環境の

悪化

透明度の低下

底層ＤＯの

悪化

◆水塊内では

海水交換量の

減少

内部生産の

増加
赤潮の発生富栄養化

外洋水の供給

量不足・偏り

水質浄化能力

の減少
更なる水環境の悪

化、生物生息環境

の悪化

水質・底質の

悪化

水質の悪化

底質の悪化

干潟・藻場の造

成・保全

陸域汚濁負荷量

の削減

自然回復を目的

とした工法

覆砂・浚渫

深掘跡埋立

◆底質では

沈降量の減少 溶出量の減少
貧酸素水塊の

解消

対策後の環境

底質向上

深掘の解消

生物に優しい

護岸等

汚濁負荷の

減少

◆浅場では

個体数・多様

性の増加

干潟・藻場の

回復

自然浄化能力

の向上

生物生息環境の

向上

透明度の向上

底層ＤＯの

改善

◆水塊内では

構造物への

生物の付着

内部生産の

減少

赤潮発生の

抑制

栄養塩類の

減少

個体数・多様

性の増加

自然浄化能力

の向上
更なる水環境の改

善、生物生息環境

の向上

水質・底質の

改善

水質の改善

底質の改善

干潟・藻場の造

成・保全

陸域汚濁負荷量

の削減

自然回復を目的

とした工法

覆砂・浚渫

深掘跡埋立

負のスパイラルへ

正のスパイラルへ

対策実施中

改善途上

将
来

◆底質では

沈降量の増加 溶出量の増加
貧酸素水塊の

発生

環境悪化要因

底泥の蓄積

深掘の存在

埋立等人工構

造物の建設

汚濁負荷の

流入

◆浅場では

個体数・多様

性の減少

干潟・藻場の

喪失

自然浄化能力

の低下

生物生息環境の

悪化

透明度の低下

底層ＤＯの

悪化

◆水塊内では

海水交換量の

減少

内部生産の

増加
赤潮の発生富栄養化

外洋水の供給

量不足・偏り

水質浄化能力

の減少
更なる水環境の悪

化、生物生息環境

の悪化

水質・底質の

悪化

水質の悪化

底質の悪化

◆底質では

沈降量の増加 溶出量の増加
貧酸素水塊の

発生

環境悪化要因

底泥の蓄積

深掘の存在

埋立等人工構

造物の建設

汚濁負荷の

流入

◆浅場では

個体数・多様

性の減少

干潟・藻場の

喪失

自然浄化能力

の低下

生物生息環境の

悪化

透明度の低下

底層ＤＯの

悪化

◆水塊内では

海水交換量の

減少

内部生産の

増加
赤潮の発生富栄養化

外洋水の供給

量不足・偏り

水質浄化能力

の減少
更なる水環境の悪

化、生物生息環境

の悪化

水質・底質の

悪化

水質の悪化

底質の悪化

干潟・藻場の造

成・保全

陸域汚濁負荷量

の削減

自然回復を目的

とした工法

覆砂・浚渫

深掘跡埋立

◆底質では

沈降量の減少 溶出量の減少
貧酸素水塊の

解消

対策後の環境

底質向上

深掘の解消

生物に優しい

護岸等

汚濁負荷の

減少

◆浅場では

個体数・多様

性の増加

干潟・藻場の

回復

自然浄化能力

の向上

生物生息環境の

向上

透明度の向上

底層ＤＯの

改善

◆水塊内では

構造物への

生物の付着

内部生産の

減少

赤潮発生の

抑制

栄養塩類の

減少

個体数・多様

性の増加

自然浄化能力

の向上
更なる水環境の改

善、生物生息環境

の向上

水質・底質の

改善

水質の改善

底質の改善

干潟・藻場の造

成・保全

陸域汚濁負荷量

の削減

自然回復を目的

とした工法

覆砂・浚渫

深掘跡埋立

負のスパイラルへ

正のスパイラルへ

対策実施中

改善途上
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